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令和５年 令和６年

８月３日 ９月６日 10月頃 … １月頃 ４月頃 …

第14回
デジ田会議

第１回会議

●
• 地域の公共
交通のリ・
デザインと
社会的課題
解決を一体
的に推進す
る上での課
題整理

第２回会議

●
•関係省庁より、
交通分野と他
分野との連携・
協働に関する
取組の実態、
今後の取組方針
について説明

•早急に対応を
要する事項の
整理

第３回会議

●
•自治体・事業
者より、交通
分野と他分野
との連携・協
働に関する取
組やその課題、
国の施策に対
する提案等に
ついて説明

第４回会議

●
•関係省庁より、
令和６年度の
取組方針につ
いて説明

とりまとめ

●

議論の進め方・今後の予定
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○ 先進的な取組をしている自治体や関係事業者等に対し、連携・協働の取組を行うにあたって生じた問題について聞き取りを行った上
で課題を整理し、９月６日に第１回会議を開催。

○ 関係省庁と連携し、交通分野と他分野との連携・協働に関する取組を推進するため、情報共有・課題整理・対応方針の検討等を
行う。

○ 早急に対応を要する事項については、関係省庁で連携の上、迅速に対応し、本年中より取組を推進。
○ 来年４月を目途に、

地域の公共交通の「リ・デザイン」と社会的課題解決を一体的に推進する上での課題の整理
交通分野と他分野との連携・協働に関する取組について、現状と先進事例、横展開に当たっての課題とその対応策

についてとりまとめ、本格展開を図る。

関係省庁
で連携の
上、施策を
本格的に
展開

デジタル田園都市
国家構想実現会議

地域の公共交通
リ・デザイン
実現会議

デジ田総合戦略
改訂

関係省庁で連携の上、迅速に対応

（＊）必要なものをデジ田総合戦略に盛り込む



関係省庁連携による地域の公共交通「リ・デザイン」の必要性
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地域の公共交通リ・デザイン実現会議（国土交通省を中心に関係省庁・有識者で構成）
（趣旨・目的）
関係省庁の連携の下、デジタルを活用しつつ、地域の多様な関係者の共創による地域公共交通の「リ・デザイン」や、幹線鉄道ネット
ワークの高機能化・サービス向上を促進することにより、地域の公共交通のリ・デザインと社会的課題解決を一体的に推進する。

○ 地方部を中心に、居住地域における移動に関する不安が高まるなど、地域の移動手段の確保が大きな課題。
○ 公共交通事業者は、長期的な人口減やコロナ禍に係るライフスタイルの変化等による利用者減により、サービス水準の維持が困難。

デジタルを活用しつつ、地域の多様な関係者の連携と協働を通じて、
地域の公共交通の利便性・持続可能性・生産性を高める必要

「リ・デザイン」（再構築）
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5万人未満市町村

5万人以上市町村

政令市・県庁所在地・中核市

３大都市圏

居住地域に対する不安（地域別）
公共交通が減り自動車が
運転できないと生活できない

大都市へのアクセスが悪い

徒歩圏内のコンビニ、スーパー、
病院などの施設が少ない

趣味・娯楽など楽しめる場所がない

コミュニティが弱く頼れる人がいない

住民の高齢化や減少により
コミュニティの維持が不安

出典）農林水産政策研究所資料をもとに国土交通省作成出典）国土交通省「平成29年度国民意識調査」

食品アクセス困難人口（※）の推移
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（※）店舗まで直線距離で500m以上、かつ、65歳以上で
自動車を利用できない人

将来の人口増減状況

2050年には全国の約
半数の有人メッシュで
人口が50％以上減少

（2015年対比）

出典）総務省「平成27年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」等をもとに国土交通省
作成。

令和５年８月３日デジタル田園都
市国家構想実現会議（第１４回）
国土交通省提出資料



交通分野と他分野との連携・協働による取組のイメージ

デイサービス事業者タクシー事業者

タクシーの活用による
送迎負担軽減

交通 × 介護
（群馬県前橋市）

アプリで予約状況・
送迎ルートを確認

交通 × 子育て
（富山県朝日町）

• 習い事等への送迎手段を確保するため、スイミングスクールに
子どもを通わせる親同士が助け合いにより子どもを送迎するこ
とができるサービスを構築。

• LINEを活用した送迎マッチングシステムを民間事業者が提供
し、マッチングが不成立の場合はタクシー事業者が代打運行を
実施。

• バスやタクシーに次ぐ移動の選択肢ができ、移動手段が拡充。

• 複数のデイサービス事業所の利用者送迎業務を集約、タク
シー事業者により構成される協議会へ委託することで、デイ
サービス事業所の送迎負担を軽減。利用者にも、プロのドライ
バーによる安心・安全な運行を提供。

• タクシー事業者側も、運行のオフピークである昼や夕方の時間
帯における定量的な業務を確保出来ることから、配車ニーズに
応じた業務受託を実現。

定量的な業務を確保

専用のシステムで送迎を依頼

親同士の助け合い
タクシーとも連携

• デイサービス事業所の送迎業務の負担増による介護スタッフの
人材不足

• タクシーの利用者減に伴う経営悪化

【地域課題の所在】

• 共働き世代が多く親による習い事等の送迎が困難な状況
• 放課後の習い事等への移動手段の不足

【地域課題の所在】

アプリでマッチング！
助け合い送迎で習い事等へ

（スイミングスクール）

（放課後児童クラブ）
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令和５年８月３日デジタル田園都
市国家構想実現会議（第１４回）
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交通分野と他分野との連携・協働による取組のイメージ

交通 × 買い物
（北海道江差町）

バス・タクシー事業者 小売事業者

スマホアプリ

•店舗情報配信
• クーポン配信

AIオンデマンド

小売事業者の
利益創出

（来店頻度）

• 交通空白地の解消、買い物を中心とした外出促進を図るた
め、オンデマンド交通の利用者に対し、小売事業者が買い物に
使用可能なクーポン配布等のサービスを提供。

• 小売事業者発行の地域ポイントカードの登録をデマンド乗車
時に必須とし、カードの普及と来店を促進。

• 買い物額の一定割合が町に還元される仕組みを構築し、地域
内の移動・買い物がデマンド運行を支える収益モデルを構築。

•配車予約

ドラッグストア 自治体

還元された収益を
地域の社会的課
題解決に活用

包括連携協定

ポイントカード
決済時に収
益の0.2%を
還元

• 地域における交通空白（海岸沿いに集中するバス路線を除く）
• 高齢者を中心に通院や買い物に不便が生じている状況

【地域課題の所在】

交通 × 観光・地域産業
（JR東日本の東北・北信濃・伊豆など、各地での観光MaaS）

観光地

・地方へのインバウンドを含めた観光需要の創出等のため、地方
への移動環境の改善や、MaaS等との連携が求められている。
・観光による都市部・観光地間の移動促進において、MaaS等を
通じて、地方の飲食施設や観光施設、宿泊施設等の多様な
主体との連携を強化することにより、新たな社会経済圏の形成
を図る。

観光施設

宿泊施設

飲食施設

︙
○○施設

………

都市部
複合施設

○○施設
︙

…

…

︙

都市・地方の一体的な
社会経済圏の形成

観光施設

宿泊施設

飲食施設

○○施設

複合施設

○○施設

地方の観光地と
の繋がりが希薄

地域の各施設がばらばらに営業

• 地方へのインバウンドを含めた観光需要創出の必要性
• その際の多様な主体の連携不足、移動のシームレス性確保

【地域課題の所在】
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